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内閣府消費者委員会事務局 



消費者委員会第１６０回本会議 

議事次第  

 

 

１．日時  平成 26 年５月 27 日（火）  16:00～ 18:08 

 

２．場所  消費者委員会大会議室１  

 

３．出席者  

（委員）  

   河上委員長、石戸谷委員長代理、阿久澤委員、岩田委員、齋藤委員、高橋委員、  

  夏目委員、橋本委員、山本委員、唯根委員  

 （事務局）  

  黒木事務局長、井内審議官、大貫参事官  

 

４．議事  

（１）開  会  

（２）消費者基本計画の検証・評価・監視について  

   １）エステ・美容医療サービスについて  

     厚生労働省  医政局総務課  山本  保健医療技術調整官  

     厚生労働省  健康局生活衛生課担当者  

   ２）冷凍食品への農薬混入問題について  

     消費者庁   宗林  消費者安全課長  

     食品安全委員会事務局  総務課担当者  

     農林水産省  消費・安全局  消費・安全政策課担当者  

     厚生労働省  食品安全部監視安全課担当者  

   ３）意見のとりまとめ  

 （３）その他  

 （４）閉  会  

 



 

 

≪１．開  会≫  

 

○河上委員長  それでは、時間になりましたので、始めさせていただきます。本日は皆様、

お忙しいところをお集まりいただきまして、ありがとうございます。ただいまから、「消

費者委員会第 160 回本会議」を開催いたします。  

 本日は、所用によりまして阿久澤委員が若干おくれて出席の予定となっております。  

 それでは、配付資料の確認を事務局からお願いいたします。  

○大貫参事官  配付資料でございますけれども、資料１がヒアリング対象施策。資料２が

２－１から２－３に分かれておりますが、エステ・美容医療サービス関連。資料３が資料

３－１から３－５までございますが、冷凍食品の農薬混入問題関連。資料４として、答申

書（特定保健用食品）が１枚。参考資料１として施策別整理表、参考資料２として委員間

打ち合わせ概要。以上でございます。不足している資料がございましたらば、事務局まで

お申し出いただきますようお願いいたします。  

 

 

 

≪２．消費者基本計画の検証・評価・監視について≫  

（１）  エステ・美容医療サービスについて  

 

○河上委員長  本日の議題は、「消費者基本計画の検証・評価・監視について」でありま

す。消費者基本法においては、消費者政策会議が行う消費者基本計画の検証・評価・監視

について、それらの結果の取りまとめを行おうとする際には消費者委員会の意見を聞かな

ければならないとされております。  

 消費者庁を初めとする関係省庁では、当委員会が本年２月 25 日に発出した意見を踏まえ

て計画の検証・評価及び見直し作業を行い、この結果、取りまとめられた計画の改定素案

が現在、パブリックコメントにかけられております。このため、当委員会としては、本改

定素案の中の主な施策について関係省庁からヒアリングを実施し、計画の改定に向けた意

見表明を改めて行うこととしております。本日は、その第３回目といたしまして、①エス

テ・美容医療サービス、②冷凍食品への農薬混入問題について、それぞれヒアリングを行

うとともに、消費者基本計画改定素案に対する当委員会としての意見の取りまとめを行い

たいと思います。  

 最初は、①の「エステ・美容医療サービスについて」であります。厚生労働省におかれ

ましては、お忙しいところを御出席いただきまして、まことにありがとうございます。  

 エステ・美容医療については、昨年 11 月の本会議において厚生労働省の取り組み状況に
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ついて御説明をいただきまして、その際、広告の概念について改めて検討していただきた

いという点と、ガイドラインの遵守状況について検証・評価を実施した上で、実効性が担

保されていないということであれば、法律改正を含めた何らかの措置を検討していただき

たいという点をお願いしていたところであります。本日は、厚生労働省から、その後の検

討状況等について御報告をいただきます。  

 それでは、まず本件に関する取り組み状況や、事前にヒアリング項目としてお示しして

いる点について、厚生労働省のほうから御説明をいただきたいと思います。説明時間につ

きましては、 10 分程度ということでお願いいたします。よろしくお願いします。  

○厚生労働省医政局総務課山本保健医療技術調整官  それでは、厚生労働省医政局総務課

の山本と申します。よろしくお願いいたします。  

 今、お話のありました資料１の右側にあるヒアリング項目に沿って御説明させていただ

ければと考えております。  

 まず、「医療機関ホームページガイドライン」や「医療広告ガイドライン」の実効性に

係る検証・評価の状況についてということでございます。  

 これは、先生方、逆に御承知のとおりで、美容医療に関するホームページに関する問題

を踏まえて、平成 25 年度の消費者基本計画において、医療機関のホームページについて

25 年度に表示を適正化するための必要な措置の検討を行うこと。また、平成 26 年度に前

年度の検討を踏まえて措置を実施するという形でされていたところでございます。  

 そうした中で、厚生労働省といたしましては、当初の計画を前倒しする形で対応させて

いただいておりまして、バナー広告等とリンクした医療機関のホームページにつきまして

は、医療法による広告規制の対象であることを明確化するという通知を昨年９月に発出さ

せていただいたところでございます。  

 その効果・検証についてでございますけれども、何分、まだ見直しをして間がないとい

うことと、あと、性質上、定量的に把握することがなかなか難しい面もあろうと思ってお

りますけれども、今後、自治体職員等に対して、そうした医療広告に関する都道府県等の

担当者会議などで自治体の職員の方が集まる機会がございますので、そうしたところでア

ンケート調査を実施するなど工夫して、検証・評価にかかわる取り組みを行っていきたい

と考えております。  

 続きまして、２点目でございます。広告の概念について再度検討をという御指摘でござ

います。  

 これは、恐らく１つ目と関係すると思っておりますけれども、広告に関して現状で何ら

かの問題があるということで、取り組みをということだと認識しております。  

 その点につきましては、先ほどの御説明と重複するのですけれども、美容医療を行う医

療機関の多くがバナー広告等を出しているところでございまして、そのバナー広告等とリ

ンクする医療機関のホームページというものが医療広告に該当するということを明確にし

て、そうした内容でホームページに対して医療法に基づく措置を自治体が講じることが可
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能となっております。なので、現時点におきましては、そうした通知を発出して時間が余

りたっておりませんので、厚労省としては今回の講じた措置を関係者に周知・徹底して、

こうした取り組みが進んでいくことを注視していきたいと考えております。  

 ３点目でございます。医療機関のホームページの監視について、保健所に対する厚生労

働省の支援のあり方等に係る検討状況を説明されたいということでございます。  

 これにつきましては、医療法における広告規制につきましては自治事務ということであ

りまして、その事務処理を円滑に行うための技術的助言といたしまして、厚生労働省が医

療広告ガイドラインを定めて、各自治体において当ガイドラインに基づいて適切な事務処

理を行っていただいていると考えております。  

 自治体への支援といたしましては、厚労省におきまして全国医政局関係主管課長会議や、

医療広告に関する都道府県等担当者会議を開催しまして、疑義照会への開催を行っている

ほか、違反事例を本省において把握したときには自治体へ情報提供するなどしまして、自

治体と連携しながら対応させていただいておりますので、今後とも自治体と連携して対応

していきたいと考えております。  

 最後に、「美容医療サービス等の自由診療におけるインフォームド・コンセントの取扱

い等について」、医療従事者や保健所等が判断しやすいように具体的な Q&A の作成や具体

例の提示等の工夫について取組状況を説明されたいということの御指摘でございます。  

 これも、消費者基本計画では美容医療サービスにおける事前の説明の内容や、その方法

については、平成 25 年度にその取り扱いを具体的に示した指針の検討を行い、平成 26 年

度に前年度の検討を踏まえて指針を策定するとされているところを、先ほどの広告と一緒

でございますけれども、当初の計画を前倒ししまして、美容医療サービス等の自由診療に

おけるインフォームド・コンセントの取り扱いを示した通知を昨年９月に発出させていた

だいているところでございます。  

 具体的な Q&A の作成等については、今のところ、この通知に関する問い合わせが特に多

いというわけではないので、現時点で何か取り組んでいる、公表しているものはありませ

んけれども、これは自治体の今後の対応状況やお問い合わせを踏まえて、必要に応じて検

討していきたいと考えております。以上でございます。  

○河上委員長  ありがとうございました。それでは、御質問、御意見のある方、発言をお

願いいたします。齋藤委員。  

○齋藤委員  私、国民生活センターで ADR の委員をやっているのですけれども、国民生活

センターのホームページにいろいろな事例の概要が載せられております。場合によっては

事業者名を公表することもあります。  

 その中で、昨日、ピックアップしたものをご紹介します。相手方クリニックの公式ホー

ムページで包茎手術４万 8,000 円の表示を見て、平成 25 年３月に包茎手術の相談のため相

手方クリニックに予約をとって出向いた。ところが、とてもひどいと言われ、40 万円かか

るという話になった。同意して手術台に通されたわけですが、その措置後、麻酔が残って
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いる状態で、さらにもっと追加施術したほうがいいのではないかと言われ、合計 105 万円

の施術になったということであります。それで ADR に来たわけですけれども、結果、和解

が成立しております。  

 ADR というのは来る者を待っているだけで、積極的に働きかけることは個別にはしてお

りません。しかしながら、同種の被害が多くて社会に注意喚起しなければならない、すべ

きであるという事案については、概要を公表しています。和解が成立した場合には、その

和解を尊重して事業者名をほとんど公表しておりません。こういうことなのです。事業者

名公表が片方にあると和解が成立するということなら、厚生労働省は実態に鑑み、どのよ

うな指導・監視を日常行っているのか。具体的に問題が起きても、私の見る範囲では、解

決するのではないかと思えるのです。  

 私の知っている限り、問題になったときに事業者名公表の話が出ると、和解が一遍に成

立するということであります。日常からそのようなルールにしていれば、こういう被害者

も出ることなく済むのではないかと思うのです。どのような指導が具体的に行われている

のでしょうか。  

○厚生労働省医政局総務課山本保健医療技術調整官  済みません、御質問が個別の紛争の

話と普段からのインフォームド・コンセントに関する周知というのが十分理解できている

ところではないのですけれども、今お話のあったように、実施しようとする施術に要する

費用等につきましては、先ほど御説明させていただいた美容医療等に関するインフォーム

ド・コンセントの取り扱い等についても、事前にきちんと説明するようにということにつ

いて周知を都道府県等を通じて医療機関に実施させていただいているところでございます。 

○河上委員長  齋藤委員。  

○齋藤委員  まず、クリニックの公式ホームページで４万 8,000 円というのを見て、行っ

ているわけです。したがって、普通のビジネスであれば、これはおとり広告のような格好

ではないかと私は思っているのです。それにつられて行ったら 40 万円と言われ、それはそ

うかと思ったのです。その次がインフォームド・コンセントになるのでしょうけれども、

105 万円になってしまった。したがって、表示方法のあり方と、相談相手とのコンセンサ

スのとり方の２つが合体した案件だと思います。  

 そうすると、そのようなホームページでまず勧誘する、４万 8,000 円ですよという情報

について、どのような指導がなされているか。あと、実際には金額が著しく増加している

わけですけれども、その説明についてどのような指導がなされているか。これは、厚生労

働省も、都道府県に言っておりますというだけで済む問題ではないと思っているのです。

本件は、去年の３月に手術した案件ですけれども、現在もこのような事案は出てきており

ます。  

○厚生労働省医政局総務課山本保健医療技術調整官  まず、広告のお話につきましては、

最初にお話させていただいたとおりで、美容医療について、多くはバナー広告を張られて

いるということもあるので、それについては医療法の広告規制の対象になるという形のも
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のを明示させていただいております。ホームページ一般につきましては、ガイドラインを

策定して技術的助言をさせていただいているという状況でございます。  

 その一方で、個別の価格が診療の中で増加していることについては、個別の患者様と医

療機関の間なので、ここで私が何かこういう形でそれについてというのを申し上げるのは、

なかなか難しいことは御理解いただければと思います。  

○河上委員長  よろしいですか。  

○齋藤委員  エンドレスのやりとりになりますので。  

○河上委員長  他に何かありますか。石戸谷委員、どうぞ。  

○石戸谷委員長代理  医療機関ホームページガイドラインとか医療広告ガイドラインの実

効性に関する検証・評価の方法ですけれども、これは 135 回のときにも若干議論になった

のですが、そこが非常にはっきりしないと。135 回のときは昨年 11 月の時点ですので、医

療広告ガイドラインの改正をして間もなかったということがあるのですが、もう大分たっ

ていますので、時期的な問題というのは、効果が出ているのか、出ていないのかわかる時

期になっているのではないかと思います。  

 問題は、検証・評価の方法として、担当者会議で議論してわかるような問題なのかとい

うことがあって、アンケートというお話が出たので、アンケートで把握するということで

あれば、具体的にどのようなアンケートを想定しておられるのかということと、あと、前

回も出ましたけれども、実際問題としては美容医療に関する相談件数がだんだん増加して

きているので、こういう事態になっているわけでありまして、そういう意味からすると

PI0-NET の苦情相談件数というのは、当然それを踏まえた上での対応をすべきでないかと

思うのですけれども、その辺についてどういうふうに考えておられるのか、お伺いしたい

と思います。  

○厚生労働省医政局総務課山本保健医療技術調整官  アンケートの内容については、まさ

に現在内部で検討中なので、詳細にお示しすることはできないのですけれども、担当者の

ある程度主観的な部分が中心になったようなものになっていくのではないかと考えており

ます。  

○石戸谷委員長代理  問題の所在が、美容医療に関して、苦情相談が年々増加していると

いうところで取り上げているわけですので、それが改善されているか、されていないかと

いうのは、当然その辺のデータは実態を踏まえて対処するべきでないかと思うのですけれ

ども、その話が全然出てこないので、そこはどういうふうにお考えになっているのかとい

うこと。  

○厚生労働省医政局総務課山本保健医療技術調整官  いろいろな手法があると思うので、

必要に応じて、そうしたものを参考にするということはあるのかなと思っております。い

ずれにしましても、実際に現場で活動いただいている自治体の職員等と連携を密にしなが

ら、そうした情報も含めて対応していきたいと考えております。  

○河上委員長  唯根委員、どうぞ。  
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○唯根委員  それでは、今のことに続けて質問させていただきたいのですが、医療広告ガ

イドラインの第５で、相談・指導等の方法についてお示しいただいておりますが、こちら

のガイドラインは昨年９月に公表されていらっしゃるということでは、先ほどご説明のあ

った担当者会議等に出席されている方々だと思うのですが、「住民等からの苦情を受ける

ための担当係を決めるように」と書かれていますが、どういう部署が担当になられて、そ

れは今、全国でどの程度機能しているのでしょうか。  

 続いて、同ガイドラインには「消費者行政機関等との連携を図る」という項目もあるの

ですが、こちらについては違反事例、先ほど齋藤委員が例として出されたような個別案件

が自治体レベルで解決できなかったときに、厚労省に上がってきたときに、どういう対応

をなさるのか、また「必要な措置を講じられたい」とも書かれているのですが、御指導は、

どのようになさっていらっしゃるのか、お尋ねします。  

○厚生労働省医政局総務課山本保健医療技術調整官  今の御質問の内容をもう一度確認さ

せていただければと思うのですけれども、相談窓口の件は、配付資料のうち、どちらのこ

とを言われているのか、教えていただければ。  

○唯根委員  資料２－３の医療広告ガイドラインの 38 ページに第５として相談・指導等の

方法について書かれているようですが、苦情相談窓口の明確化について、これはすでに半

年以上たっていますから、整理されていらっしゃるのではないかと思ってお尋ねしたとこ

ろです。  

○厚生労働省医政局総務課山本保健医療技術調整官  自治体における相談窓口の整備状況

ということでございます。現時点で我々のほうで、個別の自治体で電話番号がどこでとい

うのが把握できておりません。この場でお答えできなくて申しわけございません。  

○唯根委員  そうしますと、担当者会議と先ほど御説明いただいたところで、今後ともこ

れについては周知というか、各自治体の事務としてと話されていましたが、どこまで現場

にこれが浸透されて機能するのかどうか不安です。ここまで細かく書かれていらっしゃる

割には、消費者センター等へも、自治体の保健所との連携ということが全然進んでいない

ようですし、被害は実際にずっと続いて、それこそ国民生活センターの ADR にまで上がっ

てきたり、被害事例の公表などがされておりますので、自治体で無理だったときに厚労省

さんとしてどういう対応をされるのかまでを含めてご報告、御検討いただけるのかなとい

うことで、お尋ねしたかったのです。  

○厚生労働省医政局総務課山本保健医療技術調整官  基本的には、法律上、自治体でやっ

ていただく事務に分類されておりますので、そこは御理解いただきたいと思いつつですけ

れども、都道府県等から何らかの相談・照会等があった場合には、我々もできる限り対応

させていただいておりますし、先ほどの繰り返しになりますけれども、こうした運用の徹

底につきまして、周知等につきましては、さまざまな連絡会議等を通じて、我々も引き続

き取り組んでいきたいと考えております。  

○河上委員長  窓口の設置状況について、どういうふうになっているかということは調査
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されていないのですね。  

○厚生労働省医政局総務課山本保健医療技術調整官  特にこれに向けて調査ということは

ありませんけれども、担当者会議をやるときにはある程度出席者はいらっしゃるわけなの

で、そうしたところが１つ、どういう方が担当されているかの目安になっているかと思っ

ております。  

○河上委員長  もし可能であれば、どういう設置状況になっているのかというあたりを後

で教えていただければと思います。唯根委員、よろしいですか。  

○唯根委員  はい。  

○河上委員長  ほかにはいかがでしょうか。山本委員、どうぞ。  

○山本委員  今の繰り返しになってしまうのですけれども、自治体のほうから具体的に照

会とか相談というのはどれぐらいあるのでしょうか。あるいは、どのような内容の相談や

照会があるのか、あるいはそのようなものは目立ったものは今までなかったということな

のか、そこを確認したいと思います。自治事務と言っても、当然そのような照会等はある

はずですので、いや、それがなかったということであれば、なかったというお答えでも構

いません。  

○厚生労働省医政局総務課山本保健医療技術調整官  明確に統計をとっているわけではな

いので、担当者の印象になってしまいますけれども、１日１件あるかないか、その前後で

動いている印象でございます。それほど１日に何十件も自治体から問い合わせがあるとい

う状況ではございません。  

○河上委員長  何か具体的な例があれば。  

○厚生労働省医政局総務課山本保健医療技術調整官  問い合わせの内容。  

○河上委員長  はい。  

○厚生労働省医政局総務課山本保健医療技術調整官  美容医療に限らない、どこまでが美

容医療でというのはなかなか難しいところがあるのですけれども、広告一般であれば、例

えば医療機関の名称に病気の名前を入れていいのかとか、そういったことも含めて、さま

ざま広告等については都道府県からの照会があるという状況ではございます。  

○河上委員長  厚労省のほうから都道府県に対して、何か通知を出したりということはあ

るわけですか。  

○厚生労働省医政局総務課山本保健医療技術調整官  まさに昨年新たに見直しをさせてい

ただいた分については、新たな通知を発出させていただいておりますし、その周知を図る

ために都道府県担当者会議や主管課長会議等で情報発信というか、周知徹底をさせていた

だいている状況でございます。  

○河上委員長  個別の案件に関して、これについてはこういうふうにということを厚労省

のほうから逆に自治体のほうに何かしているということはあるのですか。  

○厚生労働省医政局総務課山本保健医療技術調整官  そうした外部からの連絡があった場

合には、個別に対応するとともに、必要に応じて自治体等に対する周知というのを、個別
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事案についても対応させていただいているところではあります。  

○河上委員長  厚労省に個別の事案が上がってきて、それを自治体に向かって連絡をして

処理をしているというものがどのぐらいの件数あるものですか。  

○厚生労働省医政局総務課山本保健医療技術調整官  済みません、集計を前提に業務をし

ておりませんので、この場でお答えすることが難しいことは御理解いただければと思いま

す。  

○河上委員長  先ほどからいろいろな検証・評価ということをおっしゃっているのですけ

れども、具体的に何をなさっているのか、よく判りません。ガイドラインをつくったから、

これが原因でこういうふうに減ったということをちゃんと示すというのは、それは難しい

ことだろうと思いますけれども、そもそもトラブルがガイドラインをつくることによって

減っているのですか、減っていないのですか。我々のほうでは、そういうトラブルがどん

どんふえていることに対して、ちゃんと手を打ってくださいとお願いした。それに対して、

今、ガイドラインを周知徹底しているので、その検証をしてから対応させてほしいとおっ

しゃった。それで、もう１年近くなるわけですね。ガイドラインをつくった後、減ったの

ですかということです。  

○厚生労働省医政局総務課山本保健医療技術調整官  トラブルの因果関係については、委

員長からお話があったとおり、なかなか難しいと考えております。その意味では、今、こ

の時点で、この影響について明確に減ったと申し上げることは難しい状況ではございます。

でも、我々も出したまま、このままでと申し上げているわけではございませんで、出して

１年近くたっていると言われれば御指摘のとおりかもしれませんけれども、それを現場で

きちんと根づいてやっていただけるような、引き続きの取り組みをさせていただければと

考えております。  

○河上委員長  岩田委員、どうぞ。  

○岩田委員  今、委員長が言われたことと重なるのですけれども、26 年度までにやる予定

になっていたことを１年前倒しにやられたということで、自信を持って御説明されたので

すけれども、本当にそれで効果があったかどうかというのを、どういうタイミングで、ど

ういう手法でやられるかということについての説明を、きょうここでぜひ聞きたかったの

です。  

 今、もしまだできていないとすれば、いつごろ、どんな手法で今回の２つ、手を打たれ

ましたか。１つは、バナー広告等とリンクしたホームページについては、広告規制の対象

にした。そのことでどんな効果があったのか。もう一つは、それ以外の一般的なホームペ

ージについてはガイドラインをつくられたという。それで十分な対応だったかどうかとい

うことについても評価していただいて、効果があったということだったらそれでいいので

すが、効果が十分ではなかったということになると、次の手を打ってくださいというお願

いをしないといけませんので、評価についてはしっかりお願いしたいと思いますが、どん

な予定をされておられるでしょうか。  
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○厚生労働省医政局総務課山本保健医療技術調整官  繰り返しになりますけれども、定量

的に何かこれで、しかもほかの要因も関係してまいりますので、なかなか明確な形で数値

上、やっていくのは難しい面もあることは御理解いただければと思っておりますけれども、

それで現場で対応に当たられている自治体の職員の方々からのアンケートというのが一つ

の方法ではないかと考えております。以上です。  

○河上委員長  よろしいですか。では、橋本委員、どうぞ。  

○橋本委員  別のことでいいですか。  

○河上委員長  どうぞ。  

○橋本委員  インフォームド・コンセントの取り扱い等についてですけれども、先ほど具

体的な Q&A の作成については、つくっていないので公表していないという説明だったと思

うのですけれども、今後、そういった具体的な Q&A の作成を考えていらっしゃるのか。も

し考えていらっしゃらないとすれば、昨年出した指針なり、それについての取り扱い等に

ついての情報提供だけでいいとお考えなのか、その辺、確認をお願いいたします。  

○厚生労働省医政局総務課山本保健医療技術調整官  その前の御指摘で定量的に難しい面

もありますので、そうした取り組みを我々も進めていきたいと考えております。Q&A は今、

出しておりませんけれども、検討させていただいてはおります。どういう形になるのか等々

は、まだお答えできませんけれども、自治体の職員等がより円滑に取り組みやすいように

何らかのものを考えていきたいと考えております。  

○橋本委員  具体的にいつまでとは。  

○厚生労働省医政局総務課山本保健医療技術調整官  そこまで練り込めているわけではあ

りません。検討はさせていただいているという状況でございます。  

○河上委員長  バナー広告の件で、これを広告という形で取り扱う方向に進んだというの

は評価してよいことだと思っているのですが、バナー広告と連携されたホームページと、

そうでない普通のホームページを区別して、一般のホームページに関しては広告ではない

とする、基本的な態度をずっととっておられますね。  

 今日では、検索エンジンがこれだけ発達していて、たとえば「まつげエクステ」と１つ

入れれば、沢山広告らしきものが出てくるわけですね。そのようにしてホームページまで

たどり着くようなときに、果たしてそこに書いてあることは、バナー広告とリンクしてい

ないから広告ではないとおっしゃる理由がいま一つわからないので、もう少し説明してい

ただけますか。  

○厚生労働省医政局総務課山本保健医療技術調整官  認知性の問題が１つあって、今、委

員長からお話があったところが、逆にお答えしていただいているところではありますけれ

ども、広告というのは自然と目に入ってくるようなものかどうかということが１つあって、

リンクしているものが意図的に入っていくというところで、バナー広告については規制の

対象であることを明確化させていただいたところです。  

 一方、情報発信をなるべく幅広く医療機関がやっていくということも重要ですので、患
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者様が知る権利というものも含めて考えていかないといけない問題だろうと考えておりま

す。  

○河上委員長  自然と目に入ってくるかどうかと言うけれども、バナー広告の場合と、普

通にインターネットを見ていてホームページにたどり着くのと、そんなに大きな違いがあ

るのですか。情報発信の問題とは抵触しません。  

○厚生労働省医政局総務課山本保健医療技術調整官  認知性という意味では違いがあると

考えております。  

○河上委員長  もちろん、自分から探していっているということと、自然に目に入ってし

まったということの違いですが、実際にある治療を受けようと考えた人が、いろいろな事

業者の情報を得ようとしたときに、どちらの方法、バナー広告から入ってくるか、それと

も検索エンジンで探して入っていくかというだけの違いで、それは医療機関が不特定多数

の人間に対して示している治療内容ではないのですか。認知性が仮に違うとしても、なぜ

そこをあえて区別しないといけないかというのが、よくわからないということです。  

○厚生労働省医政局総務課山本保健医療技術調整官  繰り返しになってしまいますけれど

も、広告というのは一般人が認知できる状態であるかどうかというところで、１つ考え方

があるのだと考えております。そちらにつきましては、バナー広告というのは、委員長が

お話になったとおりで、御自身でバナーをクリックされて入っていくということで、意図

的に入っていかれているということと、そうではない状態のものでは一定の違いがあると

考えております。  

 その一方で、一律にやらないことについては、幅広い情報発信は重要な面でありますの

で、慎重な検討が必要というか、現時点では一般のホームページにつきましては規制の対

象になっていないという状況でございます。  

○河上委員長  高橋委員、どうぞ。  

○高橋委員  ホームページを実際にどの程度ごらんになってお答えになっているのかとい

うあたりが、今、大変気になっております。情報提供とか広告の域を超えているホームペ

ージというのが、実際、たくさんあるわけで、ガイドラインで定義していらっしゃるのが、

認知性だけじゃなくて、特定性、誘引性、この３つを満たすものということですけれども、

それに該当しそうなものが実際にあるのではないかと思っています。実際に当たっていら

っしゃるのかどうか、そのあたり大変気になりますけれども、そういう観点から、みずか

ら検索しても広告に該当するものがあるとお考えになりませんか。  

○厚生労働省医政局総務課山本保健医療技術調整官  具体的にどうしたものを想定されて

いるのか、ちょっとわからないところもあるのですが、そうした観点で、今回、バナー広

告とリンクしているものを、規制の対象になると明確化した対応をさせていただいたと考

えております。  

○河上委員長  石戸谷委員、どうぞ。  

○石戸谷委員長代理  今の点ですが、バナー広告以外に検索エンジンで上に来るようなも
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のについても広告とするとなっているのですけれども、検索エンジンで上位に来るような

対応をしているものかどうかにかかわらず、検索するという意味では消費者の側から見る

と同じであるわけで、そういう意味ではそこでの区別というのは余り合理性がないのでは

ないか。  

 24 年３月の医療情報の提供のあり方等に関する検討会の報告でも、そこのところは今ま

でのようなやり方では難しくなりつつあると考えられるとしながらも、美容医療サービス

とか歯科インプラント治療などの自由診療分野を念頭に対応することが適当だという切り

分けをしているので、自由診療分野についてという切り分けで広告を考えていくというの

が適当で、検索エンジンで上に来るかどうかという切り分けというのは、この報告の考え

方ともまたちょっと違うのではないかと思います。自由診療に問題があるのであれば、そ

こに範囲を設定した広告規制のあり方というのも考えられるのではないかと思いますけれ

ども、いかがですか。  

○厚生労働省医政局総務課山本保健医療技術調整官  広告一般の概念につきましては、こ

れは医療法全体で分野を問わずかかっていくものですので、念頭に置くことは必要かもし

れませんが、規制をそこだけにかけるというのは少し難しい面があるのではないかと、ち

ょっとテクニカルには考えております。  

○石戸谷委員長代理  もちろんそうなのです。したがって、別にそこは法的に手当てすれ

ばいいだけの話ですね。これだけ被害が出ているわけですから、それに対応した規制を考

えて被害の未然防止に務める責務があるのではないかと思いますけれども、いかがですか。 

○厚生労働省医政局総務課山本保健医療技術調整官  そうした意味で、さまざまな要件を

勘案して、繰り返しになりますけれども、少しずつではありますが、バナー広告等々を明

確化して対応させていただいているところで、引き続き状況を見ながら取り組みを続けて

いきたいと考えております。  

○石戸谷委員長代理  それと、インフォームド・コンセントのほうもそうですけれども、

実効性の確保という面で、自治事務であるということで、直接国の執行権限がないという

ことがあると。  

 特商法などの場合は、国のほうも権限があり、自治事務で自治体のほうにも権限がある

という工夫になっていて、国のほうも広域的なものについては処分ができるようなたてつ

けになっているので、これはいいわけですが、自治事務であるから国のほうが全然やれな

いのかという話になってきて、自治事務だというところで都道府県の負担も大きい云々と

いうのがいろいろなペーパーの中に出てくるのです。そういうことで執行の確保が困難だ

ということであると、民事効を入れて実効性を確保する以外にないのではないかと思いま

す。  

 医療分野というのは非常に専門的な分野でありまして、例えば専門分野だと、金融につ

いては説明しない場合に説明義務違反ということで民事効がついているということがあり、

特商法のほうでも違反があれば取消だとか損害賠償の民事効がついているという形で、直
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接行政が絡まずに権利行使によって被害回復ができるというルートがあるわけで、国自体

が執行できない、実効性を確保するのが困難であれば、そういう道筋も考えてくださいと

いうことになるのではないかと思いますけれども、そこはどういうぐあいにお考えになっ

ているでしょうか。  

○厚生労働省医政局総務課山本保健医療技術調整官  正直、現時点で、今お話のあったも

のについて具体的な検討をしているわけではありませんので、ここの時点で見解をという

のは私の口からは申し上げにくいことは御理解いただければと思います。  

○河上委員長  消費者委員会で建議を出す前にヒアリングしたときも、例えばインフォー

ムド・コンセントが十分でなかった場合に損害賠償責任を課すことはどうかとか、あるい

は契約をしたときに、まだ成立前であれば、いつでもクーリングオフができるようにする

とか、あるいは契約を締結しても、そのときには直ちに治療しないで別の日にやるように

といった、さまざまな契約の中での民事的な効果の在りようについて考えてみることもよ

いのではないですかという議論はさせていただいたかと思います。そういう民事的な話に

関しての検討というのは、今のところ進んでいないということですか。  

○厚生労働省医政局総務課山本保健医療技術調整官  実際に受けられる前に適切な情報提

供、費用も含めてということについては、先ほど来の説明のとおり、さまざまな形で法令

に規定されているもの、またガイドラインに示すもの等々で取り組みをさせていただいて

おりますけれども、起こった後の美容医療の紛争処理に関するものについては、なかなか

現時点ではという状況でございます。  

○河上委員長  齋藤委員、どうぞ。  

○齋藤委員  私が最初の国センの ADR における事例で紹介したように、ひどい場合には、

事業者名の公表ということを国センでは考えるわけです。具体的なトラブルをある程度把

握しておられるのであれば、これはひどいというときに、それと似た措置をとることは考

えられませんか。これは、国であれ、都道府県であれ、考え得ると思うのですけれども、

いかがでしょうか。  

○厚生労働省医政局総務課山本保健医療技術調整官  明確な広告義務違反を犯している場

合については、それは現行の規定でも一定の対応がなされているところがありますけれど

も、個別の医療事故等々に関して、そうした対応についてはなかなか難しい面もあるので

はないか。現時点で明確に考えられますとお答えするのは難しい状況でございます。  

○河上委員長  さきほどの広告の話にもなるのかもしれませんけれども、最近の新聞を見

ていますと、そういうトラブルがいっぱい出ていることは否定できなくて、そこを何とか

少なくしようというために対策を考えるわけですね。今やっている措置で、必ずしも十分

ではないのではないかという疑問が委員の間から次々と出ているということです。  

○唯根委員  もう一点､伺っておきたいのですが、よろしいでしょうか。  

○河上委員長  どうぞ。  

○唯根委員  ありがとうございます。  
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 資料２－２で、広告のガイドラインについて行政指導を実施していただく。その結果に

ついては、厚労省さんに全部上がってくるものでしょうか。  

○厚生労働省医政局総務課山本保健医療技術調整官  現時点では、必ずしも上がってくる

ものではございません。  

○唯根委員  この辺は、厚労省さんでしっかり把握していただくことは難しい問題がある

のでしょうか。  

○厚生労働省医政局総務課山本保健医療技術調整官  都道府県の業務負担や、どこまでの

範囲ということも含めて、現実的には医療に関するさまざまな取り締まり、規制がある中

で、全体的なバランスを見ながら対応しないといけない面もございますので、都道府県と

の関係を見ると、そこは直ちにすぐできますといった形のものではない状況ではございま

す。  

○河上委員長  予定していた時間になりましたので、このあたりにいたします。厚生労働

省におかれましては、せっかくガイドラインをつくっていただいたということですので、

そのガイドラインの遵守状況等、これまでの取り組みの効果について十分に情報収集して

いただいて、その内容を分析して、少なくとも明確な効果があらわれていないということ

であれば、法的措置を含め、さらに適切な措置を講じていただけるように重ねてお願いし

たいと思います。その際には、先ほどから出ていますけれども、行政的な対応ばかりでな

くて、民事的な対応についても検討をぜひお願いできればと思います。よろしくお願いい

たします。  

 厚生労働省におかれましては、お忙しい中、審議に御協力いただきまして、ありがとう

ございました。  

 

（厚生労働省退席、消費者庁・食品安全委員会・農林水産省・厚生労働省着席）  

 

（２）  冷凍食品への農薬混入問題について  

 

○河上委員長  続きまして、「冷凍食品への農薬混入問題について」であります。消費者

庁、食品安全委員会、農林水産省、厚生労働省におかれましては、お忙しいところ御出席

をいただきまして、まことにありがとうございます。  

 昨年、国内の工場で製造された冷凍食品に農薬が混入するという事案が発生いたしまし

た。この事案を受けまして、関係省庁において、ことしの３月に冷凍食品への農薬混入事

案を受けた今後の対応パッケージが策定されたところであります。本日は、消費者庁、食

品安全委員会、農林水産省、厚生労働省から、この対応パッケージの内容と再発防止、及

び被害の拡大防止のための取り組みについて御報告をいただこうと思います。  

 まず、本件に関する取り組み状況や、事前にヒアリング項目としてお示ししている点に

ついて、消費者庁から御説明をお願いしたいと思います。説明時間は、消費者庁から 10
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分、食品安全委員会、農林水産省、厚生労働省からそれぞれ５分程度ということで、短く

て恐縮ですけれども、よろしくお願いいたします。  

○消費者庁宗林消費者安全課長  消費者庁消費者安全課長でございます。  

 消費者庁に関しまして宿題をいただいていますのは、地方の消費生活センターとの連携

の説明と、全体的な対応の状況ということでございます。それでは、御説明したいと思い

ます。資料３－１をごらんください。  

 当庁は、このニュース、報道が端緒になってございまして、 12 月 29 日の夕方の報道で

認知いたしました。当庁安全課がしたこととして、一番最初は消費者への情報提供という

ことで２点ございます。  

 １つは、消費者への注意喚起でございますが、29 日に知りましてからいろいろな連絡を

幹部などとしまして、30 日以降、食べないでとか返品するような呼びかけということで注

意喚起を開始いたしました。30 日に一報しましたが、その後、４報ですが、一部追加とか

修正がありますので、１月 10 日までの間に順次情報を、例えば写真を入れたり、電話のよ

り詳しい内容というものを入れていきまして更新しまして、計６回注意喚起をしておりま

す。例えば消費者ホットラインの周知とか、製造所固有記号の情報等もこれに加えていっ

てございます。  

 ２番目としまして、消費者庁リコール情報サイトの掲載がございます。これは、回収対

象商品の商品名、写真、返送先、問合せ先の情報を順次掲載していったということで、販

社とか、皆さんが身近にここで買ったというものごとに載せていきましたので、全部で 22

の事業者分になります。その中には、例えば途中で業務用として売られていたけれども、

実は通販サイトもあって一般の消費者も買えるようなものがあったとか、そういったもの

も含めまして、一般消費者が手に入れる可能性があるものをどんどん追加していく形で 22

事業者分になったということでございます。  

 それから、先ほどの注意喚起の中では、重要な情報としては途中で調査結果が出てまい

りましたので、検出されたものがなかったといった情報も途中でつけ加えさせていただき

ました。それが消費者への情報提供でございます。  

 それから、２番目で関係機関との連携ということでございます。  

 １番目、地方公共団体との連携ということで、これは１月４日以降となってございます。

残念なことに１月のお正月の３日間は、私たちは動けても、消費生活センター等、いろい

ろな電話の対応ができるところがなかなか探せなくて、４日以降のことでお話をさせてい

ただきます。６日に「農薬（マラチオン）を検出した冷凍食品の自主回収について（情報

提供）」ということで、最初、アクリフーズでは相談対応の電話の回線数が非常に少なか

ったこともありまして、電話を受けられる率が非常に低い形から始まりました。  

 それを見て、私どもは消費生活センターにおける相談対応のサポートをするということ

で、各消費生活センターに Q&A を送ったり、そこで一時的に、例えば返送方法とか、いろ

いろなことがわかるようにしました。一方、アクリフーズ内には、消費生活センターから
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問い合わせができる専用回線の設置をお願いする形で、アクリフーズ自体が回線をふやせ

るまでの間、こういう形でサポートいたしました。このときに国民生活センターの行政フ

ォーラムというところがございますが、そこにもすぐ載せまして、相談員が直接見られる

形をとりました。  

 平成 25 年度に全国の消費生活センターに寄せられたアクリフーズの冷凍食品に関する

相談件数は 3,707 件でございます。これは数字として御報告します。  

 それから、１月７日にも事務連絡を出しておりまして、「消費者事故等に関する情報の

通知について」ということで、この件についてはなるべく早期に登録してください、 PI0

に入れてくださいということと。それから、横展開といいますか、自治体の中で保健所さ

ん等にも情報を渡してください、あるいは市町村にもこの情報を伝えてくださいという内

容の事務連絡を発出いたしました。  

 次のページでございますが、関係省庁との連携ということでは、１月 14 日に消費者安全

情報総括官会議を開催いたしました。この安全情報総括官会議でございますが、もともと

平時でも安全情報総括官というのが制度としてございまして、11 府省にわたって総括官が

平時でも連絡ができるような連絡網とか、そういうものを共有しておりまして、何かあっ

たときには緊急時の初動をいかに迅速にできるかということで、体制を持ってございます。 

 ホームページにもアップしているかと思いますが、総括官制度というものを定めており

まして、 24 年９月 28 日に局長申し合わせで出したものでございます。この中で総括官制

度についての決まりと、総括官会議を開く判断についても記載されてございます。これの

中では、次長にまず報告し、消費者担当大臣、特命大臣がその開催を決めるという形にな

ってございます。  

 14 日には、関係省庁との情報共有、今、どういう情報があって、今後の対応をどういう

ふうにしていくのかということをこの会議の中で話し合っております。  

 では、総括官会議はどういうときに開くのかということでございますが、緊急時をどう

判断していくかということにつきましては、例えば重大事故が発生している。死亡したり、

30 日以上の入院があったりという極めて重篤な事故があったり、結構な頻度でそういう事

故が発生している。それから、事故が発生していることの確認時点で拡大防止策が不明で

あったり、原因不明であるものについて、緊急事態という形のめどとしております。  

 今回の事件につきましては、この要件には実は該当しておりませんでした。ですが、そ

の特例条件としまして社会的に関心が高い場合というのがございまして、新聞等でもかな

り報道されていたこと。たくさんの方がそれによってぐあいが悪いという話もございまし

たので、社会的に関心が高い場合ということには該当したかと思われます。  

 また、このときに１つの府省だけで完結するというよりも、消費者庁と他府省が関連し

て情報共有したり、対応に当たるということもこの要件になってございます。そういった

ことで、消費者安全情報総括官会議を１月に開き、また３月にもこれを開催いたしまして、

次ページにつけてございます今後のパッケージを取りまとめたところでございます。  
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 そのほか、農水省からお話があるかと思いますけれども、意図的な毒物等の混入の未然

防止に関する検討会が開催されまして、消費者庁はオブザーバーとして参加しております。 

３番目に、森大臣とアクリフーズ社幹部との面会ということでございますが、１月８日に

森大臣からアクリフーズに、今回の件および、これから先も、なるべく迅速に消費者にわ

かりやすい情報を提供してくださいとのご指示がございました。  

 それから、今後の対応でございますが、対応パッケージを踏まえたリコール情報周知の

推進に関する対応。これは、具体的には今、ツイッター等の利用を始めたところでござい

ます。もう一点は、活性化基金を活用して食品業界等との連携による食品リコール情報の

周知強化というものを現在進めているところでございます。  

 次のページが、開催は３月 14 日でございますが、３月 17 日に局長申し合わせとしてフ

ィックスしたものでございます。この事件、食への信頼を揺るがすものであったというこ

とと。それから、本来は事業者みずからが消費者の信頼を維持・確保するため、基本的に

措置をしなければならない。さりとて、政府としては、その対策を促すために関係府省が

それぞれで取り組みを検討して、連携して実施していくということが書かれております。

１番としまして、食品等事業者に対する食品安全に関する情報提供ということで、食品の

安全等に関する各種情報を取りまとめること。あるいは、農水省における食品防御等の取

組についてということが挙げられております。  

 ２番目に、食品等事業者から保健所への届出・相談についてでございます。これにつき

ましては、事業者が設置した第三者検証委員会が検証を進められておりますけれども、こ

の検証結果を踏まえて、届出・相談の在り方について、厚生労働省において必要な検討を

行うということで取りまとめを行いました。  

 ３番目としましては、リコール情報の周知でございまして、消費者庁が取り組むもので

ございますが、最後のページに、先ほどもお話しましたように、活性化基金の中のプログ

ラムもございますので、それを今、地方の都道府県で手を挙げてくださるところと計画し

ているところでございます。  

 最後に、緊急時の対応の訓練でございますが、ことしも実施するということで、消費者

庁がいろいろな計画をしているところでございますが、特にことしは昨年、実践的な緊急

時訓練ということでございまして、みんながわかった上でやるというのではなくて、より

実践的な訓練をしていきたいと取りまとめたところでございます。消費者庁からは以上で

ございます。  

○食品安全委員会事務局総務課担当者  引き続き、食品安全委員会事務局総務課、補佐の

田中と申します。よろしくお願いいたします。  

 資料３－３に沿って説明させていただきます。冷凍食品の農薬混入事案への我がほうの

対応について、簡単にまとめたペーパーでございます。  

 昨年 12 月 30 日にマラチオンについて JMPR という国際機関が評価した ADI。この ADI と

言いますのは、１日摂取許容量と書いております。あとは、 ARfD（急性参照用量）等の科
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学的知見を厚労省、農水省、消費者庁に情報提供いたしました。  

 あわせて、もしかすると御記憶に新しいかもしれませんけれども、事業者がコロッケ 60

個までは健康に影響がないという毒性の見解を出してしまったのですけれども、我がほう

で直ちにその懸念を厚生労働省に伝え、同日の夜には、厚生労働省は直ちに毒性に関する

見解を発出し、見解の修正を事業者に指導しております。  

 30 日の夜には、マラチオンの概要を我がほうのホームページに掲載し、31 日には、我々、

メールマガジンを持っておりますが、約１万人の全国の会員に発信するという対応をいた

しました。  

 そのときにマラチオンの概要についてと、別添についてございますけれども、こういう

ペーパーをつくっております。我々のほうで、マラチオンはどういうものかというのを調

べたもので、 12 月 30 日にこれに沿ってホームページに掲載しております。マラチオンは

こういうものだというのを１つ目に書いておりまして、２つ目の○に海外での評価状況を

書いております。 ADI、 ARfD という用語も外の人からしてみればわかりにくいので、解説

をつけております。  

 中毒症状が消費者の方々が一番関心のある事項だと考えましたので、どういう中毒症状

があるのか。軽症だと吐き気とか嘔吐、重症だと云々というところも概要として記したも

のをいち早く公表しております。  

 これとは別に、我々のほうでマラチオンの評価をさせていただきました。参考でつけて

おりますが、当時、 12 月 30 日時点で我々が情報提供したのは、先ほど申し上げましたよ

うに、 JMPR という国際機関、 FAO と WHO 合同の残留農薬専門家会議ですけれども、そちら

の基準をいち早くお届けしたところでございますが、我がほうでも評価しております。こ

の評価結果が参考についております。評価結果、結構難しいのですけれども、ほぼ JMPR

の評価結果と変わりませんということでございます。  

 このようなことを我々のほうでしてまいりましたが、３月 17 日の今後の対応パッケージ

に沿って、我々はどういうことをしていくかといいますと、常日ごろから緊急時対応とい

うことに非常に力を置いておりまして、緊急時対応の係まで設置して、毎年、きっちりと

我がほうでやっております。去年も消費者庁さんを司令塔にしながら、12 月に緊急時対応

訓練という実践さながらの訓練を約１日かけて実施しております。ことしも先ほど宗林課

長がおっしゃいましたように、より実践的に緊急時対応、訓練を実施していきたいと考え

ております。  

 あと、情報提供のツールでございますが、これまではメールマガジンとホームページを

持っておったのですけれども、この訓練などを機に、昨年末にうちのほうで食品安全委員

会のフェースブックをつくりまして、常日ごろからフェースブックで情報発信していると

ころなので、このようなツールも使いながら食品安全に関する情報を積極的に提供してい

きたいと考えております。食安委は以上です。  

○農林水産省消費・安全局消費・安全政策課担当  続きまして、農林水産省でございます。
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よろしくお願いいたします。  

 お手元の資料、変わりまして横紙でございます。資料３－４に沿いまして御説明させて

いただきます。上のほうと左側に書いてございますのは、御参考ということでお読みいた

だければと思います。弊省の対応について、右側の枠の中でございます。  

 まず、 12 月 31 日でございますけれども、弊省でも消費者向けのメールマガジンを持っ

ておりまして、１万 6,000 人ほど登録していただいている消費者の方々がいらっしゃいま

すので、そうした方々に対象商品を食べずに返品してくださいという情報提供と注意喚起

を行わせていただいております。  

 それから、１月６日、 14 日と飛びまして、今度、１月 16 日でございますけれども、消

費者庁からも通知を受けまして、農林水産省は小売とか卸売という業界を所管しておる立

場でもございますので、そういう食品の流通団体に、まだ御家庭に眠っているような対象

商品を食べずにいち早く回収してもらえるようにという協力を依頼するための通知を関係

小売団体とか業界宛てに出させていただいています。  

 消費者の健康保護が最も重要という認識のもとに、商品の回収が円滑に、そして確実に

行われるように、皆さん方協会のほうでも店頭告示で消費者にわかりやすい情報提供をし

ていただくなど、家庭に残っている商品の回収に特段の御配慮、御協力をいただきますよ

う周知方をお願いしますという旨の通知を出させていただいておりまして、その通知の際

には、当然のことながら対象商品のリストも、写真つきの企業のほうで出したものがござ

いますので、それを添付して回収への協力を依頼したところでございます。  

 それから、３月 14 日には情報総括官会議が開催されたことは宗林課長から説明があった

とおりでございまして、その政府の対応パッケージを受けまして、役割分担の中で、事業

者が食品防御の取り組みをして、食品の安全の確保につながるようにという取り組みを促

進していくことが弊省に与えられた役割でございますので、それを受けまして、そこにご

ざいます検討会を４月 21 日より開始させていただいたところでございまして、現在検討中

でございます。以上でございます。  

○厚生労働省食品安全部監視安全課担当者  最後に厚生労働省でございます。  

 資料は３－５をお願いいたします。  

 これまでの厚生労働省の対応でございますが、今までの御説明の若干繰り返しになりま

すけれども、 12 月 29 日に自主回収の発表があったことを受けまして、その日の夜になり

ますけれども、厚生労働省から群馬県に対しまして、原因の究明など必要な調査を行うよ

う指示したところでございます。あわせて、報道機関に対しましても、当時入手できてい

た情報について提供させていただいたところでございます。  

 続きまして、自治体側の動きもあわせて御紹介させていただきますが、翌日の 12 月 30

日になりますけれども、群馬県の管轄の保健所のほうが立入調査を実施しております。結

果については、書いてあるとおりの内容でございます。  

 その後、30 日の夕方から夜にかけてでございますけれども、厚生労働省におきましては
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以下の対応を実施ということで、まずはアクリフーズが作成した自主回収製品リストを全

国の自治体に情報提供しております。そして、当初、事業者のほうがマラチオンの毒性に

ついて過小評価していたという事実が判明いたしましたので、急性参照用量を毒性評価の

指標として採用するように事業者のほうに指導したところでございます。そして、報道機

関等を通じまして、消費者に絶対食べないようにという注意喚起を実施したところでござ

います。  

 次のページをお願いいたします。１月６日になりますけれども、厚生労働省から全国の

自治体に対しまして、各自治体において公表していたものがございましたので、それにつ

いては厚生労働省のほうに集約という形で情報提供するよう通知を発出しております。  

 翌日の１月 7 日以降でございますが、厚生労働省のほうから、各自治体が公表している

事例について取りまとめて情報提供を開始したところでございます。  

 その後の流れにつきましては、今まで御説明があったとおりですので、省略させていた

だきたいと思います。  

 そして、厚生労働省の今後の対応でございますが、先ほど御紹介があった対応パッケー

ジの、具体的には２番目の項目になるのですけれども、資料３－２にお戻りいただきまし

て、２番目、食品等事業者から保健所への届出・相談という項目のところが厚生労働省の

対応になってございます。現在、アクリフーズによる第三者検証委員会が開催されており

まして、近々最終報告が出される見込みであると聞いているのですけれども、その検証結

果なども踏まえまして、消費者から健康被害等の相談情報がありましたら、それについて

食品等事業者から保健所への届出・相談の在り方について必要な検討、どういったところ

までが対応可能かというところを検討していきたいと思っております。  

 より具体的には、次のページに参考という形で通知の抜粋をつけさせていただいており

ますけれども、厚生労働省におきましては管理運営基準ガイドラインというのを設けてお

ります。これにつきましては、実際には自治体のほうで営業施設が衛生管理上、講ずべき

措置というのを条例で各都道府県、保健所設置市などが定めておりまして、条例のもとと

なるものがこのガイドラインでございます。  

 これにつきましては、平成 19 年末から 20 年１月にかけて健康被害が発生しました中国

産冷凍ギョーザを原因とする薬物中毒事案を受けまして、ちょっと字が小さいですが、下

のほうの新旧とあるほうの「新」で、製造、加工又は輸入した食品等に関する消費者から

の健康被害。しかも医師の診断を受けた者という限定つきになっておりますが、こういっ

た事例について入手できたら保健所へ速やかに報告するようにという規定を、平成 20 年４

月に設けたところでございます。  

 そして、このガイドラインに位置づけたところの運用上の注意というのが真ん中ぐらい

にございますけれども、ここでイ、ウ、エのあたりです。例えばイでございますと、広域

流通食品等に係る苦情を集約し、散発事例の共通性を抽出・解析できるような仕組みを構

築するよう事業者に指導してくださいという内容でありますとか、あとは苦情につきまし
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て集約・解析した結果、食品衛生法に該当するか判断できないような事案を確認した場合

でありますとか、又は複数の同様の事案を確認した場合については、保健所等へ相談する

よう指導されたい。  

 さらには、自主検査等におきまして食品衛生法に適合しない事由が認められ、かつ当該

食品が流通しているような場合には、速やかに保健所に報告するよう指導してくださいと

いう内容をこの時点で出していたのですが、これにつきまして、今後、都道府県の皆様方

と協議する必要があるのですけれども、これを先ほどのガイドラインのほうに格上げする

ことが可能かどうか。ガイドラインに格上げしますと、自治体のほうで条例を定めること

になるのですけれども、これが可能になるかどうかを自治体の皆さん方と今後調整してい

きたいと考えているところでございます。以上でございます。  

○河上委員長  どうもありがとうございました。  

 それでは、ただいまの説明に対して御質問、御意見のある方は発言をお願いいたします。

なお、本議題についての議論は、大体５時半ぐらいまでを予定しております。では、お願

いいたします。齋藤委員、どうぞ。  

○齋藤委員  消費者庁にまとめる格好でお伺いする形になるので、内容が他の分野にわた

るときにはそちらのほうに振っていただきたいと思います。  

 現在、訓練を予定しているということでありますが、その前提となる条件をどのように

設定しているかということをお伺いしたいと思います。具体的には、死亡事故と、死亡事

故ではない今回のような事故、こういう区分け・レベル分けがなされているかということ。

もう一つは、故意に異物が混入された場合と、通常のオペレーションにおける管理水準が

低かったことによる事故、この場合を分けているかということ。それが１番目ですね。  

 ２番目は、今回の一定の対応をどのように改善していくか。今後、訓練にどう織り込ん

でいくかということ。  

 ３番目に、これは総括で結構ですが、消費者庁ができていてよかったと思うこと。とい

うのは、もう大分前ですけれども、消費者庁、消費者委員会ができる前に中国冷凍ギョー

ザ事件がありました。今回も全く一緒の事象です。それから、時期も正月にかかるという

点で一緒。今回、情報の発信などは、消費者庁ができていなければ多分大混乱したのでは

ないかとも推測するのですけれども、できていてよかったなと思っていること。また、な

お改善が必要だと思う点があればコメントしていただきたいと思います。  

○消費者庁宗林消費者安全課長  訓練のところは、食安委さんからも少しお話いただいて、

ちょっとつけ加える形にさせていただきたいと思います。  

 今回、例えば前のギョーザの事件と比べますと、私たち消費者庁は、先ほども言いまし

たように、29 日に報道機関からのニュースが端緒情報になって認知しました。ですが、そ

こから先の関係省庁との連絡、それから情報共有というのは大変早く、幹部へもそうです

し、横の連携も、もちろん翌日は皆さん出勤しているわけですけれども、速やかに行われ

たということがあるかと思います。  
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 順不同になりますが、消費者対応として、行政機関側からの発信はかなりできる体制が

あったのですが、実際、たくさんのものが一遍にこれだけ出たということで、お宅の冷凍

庫の中にあるものをどういうふうに点検すればいいのかということ、あと返品の相談対応

とかコールセンターが整備されないままにリコールをされたので、１次対応でかなり混乱

しました。  

 それで、お正月の三が日、ここは対応が結構苦しかったということで、どこかでそうい

ったときでも消費者の声の相談に対応するところが、必要であったのではないか。そうし

ないと、行政機関の官庁そのものがじかに動く形になってしまったということです。  

 ですから、そこはいろいろな電話がかかってきたときの自動的な対応もそうですし、も

しこういうことがもう一回起きたときには、どこかで対応できるもう少し大きな体制を政

府としても考えておかなくちゃいけないと、消費者向けですけれども、思いました。  

 それから、訓練は、１つは先ほど齋藤先生がおっしゃったようなところでの分岐点とい

うよりも、例えばどこの都道府県にも拡大しているかもしれないとか。先ほど、緊急時の

総括官会議を開くときの条件として言いましたけれども、ただどこかで食中毒が起こった

だけではなくて、それがどこまで拡大しているのか、これから拡大するおそれがあるのか

というのが不明であるということを、ある程度想定したものをテーマとして掲げることに

なるだろうと思います。当然重篤度という意味でも、軽症のものだけをやることは多分な

いと思っています。死亡があるかないかとかによって、私のところでは判断基準を持って

おりません。  

 あと、ギョーザのときとの違いは明らかでして、ギョーザのときは 12 月 28 日に実際に

千葉県で発症しているのです。今回の場合は 29 日にリコールが発表になったということで、

人がそういうふうに重篤な状況になったのか、リコールが出たのかという違いはあります

けれども、日時的にはかなり近いところで出ています。  

 それから、今回の場合ですと保健所の連絡も、社としてそれよりも前に、もっとどうい

うやりとりをすべきだったのかということは置きまして、29 日の時点では普通ですと年末

年始で休みですけれども、保健所もスムーズにきちんと連絡が行っていますので、ギョウ

ザのときは保健所に電話したけれども通じなかった。消費生活センターが休みという形で、

いろいろな情報が全てとまってしまい年を越したということがあったかと思います。その

辺も、行政的な対応という意味では、今回は保健所などの連絡もつき、関係省庁との連絡

もついたというところが本当に大きな違いだと思っております。とりあえず。  

○齋藤委員  私は、本件は意図的に混入された事件ですけれども、殺人になるような毒薬

が入っていなくてよかったと思うのです。もし 12 月末に死者が本当に複数出てきたら、１

月４日まで連絡がつきませんでした、ということでは済まないと思うのです。すると、ラ

ンク分けが要るのかと思ったものですから、お伺いしました。  

○消費者庁宗林消費者安全課長  また、訓練の話は食安委さんからもお話いただくことに

して、消費者庁内では緊急時をどうランクづけ、どういう対応をするのかということを、
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いろいろな事案を、緊急ではないけれども、大きな案件、例えばカネボウなどを含めまし

て、あるいは見落としてはいけない案件を加えまして、いろいろな事案をどういう対応の

あり方にすべきかということを庁内で見直し分析をやっておりますので、その中で、ラン

クづけの中にそういう要素も入れているところでございます。  

○食品安全委員会事務局総務課担当者  では、訓練の話をさせていただきます。現在、消

費者庁が司令塔になって、今いる消費者庁、我々食品安全委員会、農水省、厚労省、この

４省庁で確認訓練という、実際に緊急時対応が起こったことを想定した訓練を毎年冬ごろ、

11 月か 12 月ごろにやっております。その前に我々食品安全委員会では、メディア対応を

どうするかとか、ホームページをどのように立ち上げて、どのような掲載をするかという

のを一般職員にも教えておくという訓練をやっておりますけれども、４省庁合同でやる、

こちらで言っている訓練というのは、実際の緊急事案の発生を想定して、毎年１回、１日

かけてやります。  

 今、消費者庁が窓口になっておりますが、実は我々、消費者庁が窓口になる前に訓練の

窓口をやっておりましたので、知見があるということで御説明させていただきます。ちな

みに、去年 12 月に行った訓練は、たしか海外の工場で発生した瓶入りオリーブにボツリヌ

ス菌が入っていて、日本国内で重症者が出たという事案を想定し、厚労省、農水省、消費

者庁、我々のほうで実際に半日かけて訓練しました。  

 どういう訓練をやるかというと、朝発生したという想定で、厚労省のほうから保健所で

こういう話があったという連絡があり、総括官会議を開いた上で、最終的に各省が記者会

見を開くというところまで想定したものです。マラチオン事案はその直後に起こったもの

で、我々はそのときの勘があったので、先ほど申し上げましたとおり矛盾点を見出して、

厚労省とか各省にお伝えすることができました。  

 どのような訓練をことし考えるのかというのは、これから４省庁で細かな中身を詰めて

いきますが、先ほど宗林課長がおっしゃったように、少なくとも総括官会議が開かれるよ

うな内容のものでなければなりませんので、ただ単にある県であるお菓子を食べて中毒者

が出た程度のものを扱うわけではなくて、広域にわたって、故意か、故意じゃないのかと

いう想定もしながら、あとは首謀者がいるかどうかというところもシナリオのうちに加え

ながら、ことしはできればやる人に対してはシナリオ非提示で、実際に起こったときに、

例えば死亡者がありましたという話も当日まで伏せて、どういうふうにできるかというこ

とを考えていこうと思っています。  

 考え始めるのは、そろそろ来月ぐらいからということで、関係者が集まって内容を詰め

ていきたいと思っております。以上です。  

○河上委員長  よろしいですか。ほかにはいかがでしょうか。高橋委員。  

○高橋委員  省庁連携とか関係機関との連携の件で、事故発生直後のことを少し確認させ

ていただきたいと思います。  

 食品安全委員会、資料３－３に基づいて御説明いただきましたが、この資料によると、
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12 月 30 日に科学的知見を厚労省、農水省、消費者庁に情報提供したとなっているのです

が、この件をお知りになったのはいつですか、まずそのことをお伺いしたいのです。  

○食品安全委員会事務局総務課担当者  済みません、資料３－５の厚労省の資料がわかり

やすいと思いますので、厚労省の話に沿って進めさせていただきます。  

 厚労省が初めて事案を関知したのが 29 日の 17 時ということです。我々がこの事案をそ

もそも検知したのが、消費者庁さんとか厚労省さんからの情報提供によるものでして、 29

日の 19 時ぐらいです。それで、29 日の 19 時あたりに事案の中身を知ったわけですけれど

も、翌日、30 日の午前中にはマラチオンの概要というものをつくっていまして、コロッケ

60 個までは健康に影響がないというのは 29 日の 17 時の時点では、記憶がたしかならば恐

らく出ていなかったと思います。  

 翌日に出た情報でしたので、マラチオンで 60 個食べて健康に影響がないということは恐

らくないだろうという、科学的知見を我々は持っていますので、我々、情報を収集する課

がありますので、海外での評価状況とかを調べながらマラチオンの概要を至急つくり上げ

て、これは違うぞということで、同日の夜には厚労省に伝達しております。ということな

ので、 30 日のコロッケ 60 個までは健康に影響がないという話が出てから約半日ぐらいで

厚労省に伝達し、厚労省は直ちに事業者を指導しているという整理であります。  

○高橋委員  第三者検証委員会の資料を読ませていただきますと、マルハニチロは 12 月

29 日の 10 時に館林の保健福祉事務所に第一報を入れているのですね。資料ですと、たし

か 15 時には工場長が保健福祉事務所に行っているということなので、 29 日の時点で記者

発表の前に本来伝わらなきゃいけないことが伝わらなかったのかなと理解できます。  

 それから、30 日の件ですけれども、これも検証委員会の報告書に載っていますけれども、

食品安全委員会からの指摘を受けて、厚労省がアクリさんに電話したのは、たしか 19 時半

とか夕方ですけれども、その前に午前中に日本生協連が、その手法について指摘している

わけです。でも、それで動かなかったと。やはり行政が動くとやらざるを得ないというか、

やるのだなということも、この検証報告書を見ていくとわかるのですね。また 28 日の時点

で、この会社は食品衛生法違反だということがほとんど判断できる状況にありながら、そ

のことを社内の重要会議で誰も言及しなかったというのも検証報告書にあります。  

 ですので、この辺の反省に基づいて、保健所からの流れというのはもう一度当局で検証

していただいて、全国各地の保健所さんから厚労省なり何なりへの消費者庁へのルートと

いうのもしっかり出していただきたいと思います。  

 それと、この検証報告書、今月 29 日に最終報告書が出るということですが、４月でした

か、中間報告に出たものには消費者庁についてはほとんど何も書いていないということで

すし、食品安全委員会についても当初のところには書いていません。保健所に届け出た、

保健所に行った、厚労省から電話があった、厚労省に行った。その結果どうこうと、行政

とのかかわりが記述として非常に少ないのです。最終報告書にきちんと出てくるといいな

と思うのですけれども、その辺のことも踏まえて、今後の対応にお力を尽くしていただき
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たいと思います。  

○河上委員長  これはお返事をいただいたほうがいいですか。  

○高橋委員  あれば。  

○河上委員長  何かありますか。  

○厚生労働省食品安全部監視安全課担当者  厚生労働省でございます。  

 高橋委員、御指摘のように、まさに保健所なり行政機関との連携が、このアクリフーズ

については薄い状況にあったようですので、自治体の皆様方に対しまして、日ごろから監

視・指導で営業施設に入っているわけですけれども、そういった連携、相談のしやすさと

いったところについて啓発を図っていけたらいいなと思っております。  

○河上委員長  ほかにはいかがですか。  

○齋藤委員  意見を１つだけいいですか。  

○河上委員長  どうぞ。  

○齋藤委員  きょうのテーマについて、私が感じた意見だけ申し上げます。  

 死亡者が出なくてよかったなと思うのですが、殺人に用いるような毒物は日常使われる

はずがなく、材料を仕入れチェックするときには管理ポイントに挙がっていないと思うの

です。いずれ、そういう事態が発生し得ることも前提に考えなければならぬと思います。

死者がでたときは、流通食品毒物混入防止法があるので、多分それが適用されると思いま

すが、同法では、人が死ぬと無期または１年以上の懲役になっています。ところが、刑法

では、水道に毒物を入れて人が亡くなると死刑、無期または懲役５年以上です。この差は

何だろうかというのが私の疑問です。私の読み違えかもしれませんが、考えていきたいと

思います。  

○河上委員長  橋本委員。  

○橋本委員  今回のことでいろいろな省庁のホームページとかメールマガジン、フェース

ブックといったものを利用して情報提供したという話だったのですけれども、そういうも

のを見られる環境にある人は、高齢者の中では少ないかなという気がします。それで、先

ほど消費者庁の説明の中で、今後そういったことがあった場合、活性化基金を利用しての

情報の周知をやっていきたいというお話があったのですけれども、具体的にどのようなこ

とを考えていらっしゃるのかというのが１点。  

 それから、今回の中で PB ブランドの製造所固有記号の発表がちょっとおくれていて、実

は対象商品だというのがわかったのがおくれたということがあるのですけれども、今後、

それについて、どのように対応していくのかという点、この２点をお聞きしたいと思いま

す。  

○河上委員長  消費者庁からお願いできますか。  

○消費者庁宗林消費者安全課長  はい。私もさっき言わなければいけないことを落とした

のですが、いわゆるアクリフーズという名前が入っていないものが６銘柄あって、わから

ないのだということを取りまとめたのが１月になってからになりました。ですから、それ
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はそれで私たちも遅かったという反省があります。その前に、メーカーのほうから写真と

か、裏がどうなっているかといったものの準備を日常的にされているのか、いないのかと

いうことで言いますと、それを取り寄せるのも実は時間がかかった状況なのです。  

 ですから、今回の事件というよりも、今後という意味では、日常的に扱っているもの。

それから、例えば先ほど言いました業務用であっても、通販で一般の人も買えたり、消費

者が手元に入手できるものがどういう状況にあるのかという写真とか、わかりやすいもの

の用意というものがぜひ必要になるので、事業者の方にもそういう準備というのは必要で

はないかと思いました。そういったことから、先ほど橋本委員の御指摘のように、６個あ

った、裏にアクリフーズとないものはこういうものなのですという寄せ集めた写真をつく

るのに時間がかかってしまったということがございます。  

 製造者固有記号に関しての取り扱いは、食品表示ということで今、担当課でなされてい

ると思いますので、そちらはそちらのほうでお願いしたいと思います。  

 それから、リコールとか情報の届け方ということですけれども、今回は先ほどのお話に

もありましたけれども、農水省さんの御協力をいただきまして、いわゆる写真のついたポ

スターみたいなものを店内に張っていただく。ぶら下げて、写真がわかるように。そこの

売り場にはもうないのですけれども、今、うちにあるような人はきっとそこを通るだろう

ということで、写真入りのポスターが今回、まず取り組んだことでございます。  

 ただ、それは今回に関しての取り組みは、やや特別な対応になるかと思いますが、日常

的にはそれでは足りないと思いますので、地方の公共団体の広報紙といったところにも載

せていただくという事例もございますし、またお願いにも回ってございますので、なるべ

く紙媒体とか、いわゆるインターネットのネットからじゃないものについても、できる限

り事業者あるいは公共団体にも働きかけたいと思っているところでございます。  

○河上委員長  高橋委員、どうぞ。  

○高橋委員  関連ですが、今回は対応がおくれたということですが、やはり迅速にパッケ

ージ、商品の写真とかを出していただきたいと思うのです。それをインターネットとか店

頭で対応することも大事ですが、今回、テレビを見ていて、まさに食べているときにニュ

ースが流れてきたという私の友人がおりました。マスコミとの連携は余り御説明がなかっ

たのですけれども、そういうものをきちんと集めて、マスコミ、テレビ局とか週刊誌に流

していただくことも必要だと思いますので、よろしくお願いいたします。  

○消費者庁宗林消費者安全課長  私たちが取りまとめるのもという御指摘だと思います。

それもこれから努力していかなくてはいけないのですが、事業者のほうでその用意がなか

ったので、待っている時間が実は結構あったということです。今、売っていて、消費者が

入手し得るもののパッケージの写真の一覧表をくださいというところで、意外に待ってい

る時間があったということでございます。入手できてからも、なるべく御指摘のように速

やかにということもありますでしょうし、事業者の方々も準備をされているところもある

かと思いますが、今回の場合は、混乱があったのではないかと思っております。  

25 

 



○高橋委員  私も少し言葉足らずだったのですが、事業者に対して、そういう指導といい

ますか、いつ、そういうことが起きるかわからないわけですけれども、自分のところで取

り扱っている、特に食品に関しては、写真などを常備するのだという何らかの措置をとる

ことはできないのでしょうか。  

○消費者庁宗林消費者安全課長  直接的に今、持っている所管の法律でということでは、

思い当たらないので、関係省庁とも御相談しながら、今後、対応を、なるべくそういうこ

とのないようにしてまいりたいと思います。  

○河上委員長  よろしいですか。石戸谷委員、どうぞ。  

○石戸谷委員長代理  ２点だけ要望しておきたいと思います。  

 １点目は、ギョーザの件と比べますと、今回は業者が国内にあったということで、もう

ちょっと迅速な対応ができただろうと思われるにもかかわらず、 11 月 13 日を皮切りに苦

情が次々と累積されていくのですけれども、 12 月 29 日まで、その情報が全部業者のほう

で停滞していたというところが大変大きい問題だと思います。そういう意味では、対応パ

ッケージの中で、食品等の事業者から保健所への届出・相談は大変重要なところだと思い

ますので、十分対応できるように検討をお願いしたいと思います。  

 もう一点は、消費者安全情報総括官会議ですけれども、これはもうちょっと早くやれる

のではないかと思いますので、これを申し上げておきます。  

○河上委員長  希望ということで、特にお返事はよろしいですね。  

○石戸谷委員長代理  はい。  

○河上委員長  それでは、ほかになければここまでとさせていただきます。  

 消費者庁、食品安全委員会、農林水産省、厚生労働省におかれましては、冷凍食品への

農薬混入事案を受けた対応パッケージを推進するとともに、十分な検証・評価を行ってい

ただいて、不十分な点がある場合にはさらなる対応を考えていただくよう、ぜひお願いし

たいと思います。  

 委員からもいろいろ意見が出てまいりましたけれども、特にリスク情報の流れ方、情報

の収集、そしてその後の流れ方について、これまでのやり方でよかったのかということで

ありますとか、行政間の連携がお題目だけにとどまっていないで、きちんとした形で行わ

れていたかどうか。この食品表示の問題に関しては、例のプライベートブランドの問題と

か、いろいろ考えるべき課題が出てきました。今回の問題から明らかになった課題などを

教訓にして、改善策をしっかり考えていただきたいと思います。  

 残念ながら消費者行政の体制が大きく進むときというのは、何かこういう大きな食品問

題が起きたときでありまして、不幸な事件ではありましたけれども、問題点をきちんと検

証して、よい方向へ動かしていただければと思います。  

 消費者庁、食品安全委員会、農林水産省、厚生労働省におかれましては、お忙しいとこ

ろ、審議に御協力いただきまして、ありがとうございました。  
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（消費者庁・食品安全委員会・農林水産省・厚生労働省退席）  

 

（３）意見のとりまとめ  

 

○河上委員長  続きまして、「消費者基本計画改定素案等に対する意見のとりまとめ」に

ついてであります。  

 これまで関係省庁ヒアリングの結果等を踏まえまして、計画改定素案等に対する委員会

としての意見をこの段階で取りまとめたいと考えております。追加資料として「意見（案）」

を配付しておりますので、事務局から、この内容について簡単に説明をお願いいたします。  

（追加資料配付）  

○黒木事務局長  今、お手元にお配りしております意見（案）につきまして御説明申し上

げます。  

 まず、この意見の位置づけでございますけれども、当委員会では、本年２月に既に消費

者基本計画の見直しに向けての意見を取りまとめてございます。その後、消費者庁を初め、

関係省庁において計画の検証・評価・見直し作業が行われ、５月９日より改定素案がパブ

リックコメントにかけられております。その後、当委員会では、本日を含めまして３回に

わたってヒアリングを実施してございます。また、そのほかにもこの間、委員会から各種

の意見表明等をしているところでございます。本意見書は、これらの内容を踏まえて、こ

の計画の改定素案等に対して意見を述べるものとしてございます。関係省庁におかれては、

本意見書を検討の上、計画の改定原案等に反映されたいとしてございます。  

 内容についてでございます。大きく３つの部分に分けてまとめてございます。全般に関

する事項、個別施策に関する事項、それから今後の課題ということでございます。  

 まず、改定計画全般に関する事項でございます。  

 消費者白書でも指摘されておりますとおり、高齢化、インターネット取引の増加、国際

化といった社会状況の変化に伴う消費者問題に迅速かつ的確に対応するため、必要な施策

については新計画の策定を待たず、現行計画の見直しに反映されたいと指摘してございま

す。  

 また、本年度は現行計画の最終年度に当たることから、これまでの取組を総括的に検証・

評価し、各施策の達成状況や効果等を可能な限り明らかにすること、残された課題につい

て取組方針を明確化し、その確実な実施を促すこと、新計画の策定に向けて、重要課題を

明らかにすることが必要であるとの認識に基づきまして、２点、指摘してございます。  

 （１）として、各施策の総括的な検証・評価の拡充でございます。施策別の整理表がご

ざいますが、施策ごとにバラつきが見られ、あるいは不十分なものもあるのではないかと

いう点を踏まえまして、そのような不十分な点については記載内容を拡充し、十分説明を

尽くされたいとしてございます。  

 （２）としまして、重点施策の実施工程の具体化等でございます。現行計画の最終年度
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であることを踏まえて、本年度中における実施予定や目標とする成果等をより具体的かつ

詳細に記載等されたいとしてございます。  

 次に、個別施策に関する事項でございます。全部で 15 の施策に言及しております。  

 （１）リコール情報の周知・徹底ですが、これは①として経済産業省において、引き続

き事業者団体との協力体制を拡大するとともに、ガイドブックによる取組の効果を検証し、

必要な対策を講じられたいとしてございます。  

 また、②としまして、消費者庁においては、リコール情報サイトを通じた消費者への情

報発信のさらなる強化と、消費者教育・啓発をさらに拡充していく旨を明記されたいとし

てございます。  

 （２）冷凍食品への農薬混入問題への対応です。関係省庁において、事業者及び行政の

対応について十分な検証・評価を行い、必要な対策を講じる旨を明記されたいとしてござ

います。  

 （３）いわゆる健康食品の表示等について。これは、まず①として消費者庁において、

昨年 12 月に策定した「健康食品に関する景品表示法及び健康増進法の留意事項」の周知徹

底に努めるとともに、その効果を検証し、所要の措置を講じる旨、明記されたいとしてご

ざいます。  

 ②としまして、厚労省において、健康被害情報の収集・解析の手法の研究と実効性の向

上を図ること。それから、医師・薬剤師等が消費者に対して情報を積極的に提供すること

の働きかけ等を明記されたいとしてございます。  

 ③として、関係省庁において、いわゆる健康食品等の機能性表示の在り方について、科

学的手法による機能性の評価、正しい情報提供、消費者の理解を確保した上で、慎重に検

討を進めることを明確化されたいとしてございます。  

 （４）消費者教育でございます。これは、消費者庁及び文部科学省において、①として、

今後検討すべき課題ごとの優先度やスケジュールに基づいて、具体的な検討をさらに進め

る旨を明記されたいとしております。  

 それから、②としまして、地方の消費者行政部局と教育現場等の間での連携・協働が実

効的に行われるよう、消費者庁及び文科省が連携して地方への働きかけを行う旨を明記さ

れたいとしてございます。  

 （５）消費者被害救済制度でございます。消費者庁において、消費者裁判手続特例法の

円滑かつ速やかな施行に向け、消費者被害救済の実効性を確保する見地から、所要の指針

等の策定を迅速に進められたいとしてございます。  

 （６）地方消費者行政でございます。消費者庁において、①として、今国会で審議中で

あります法案の中にある「消費者安全確保地域協議会」については、既存の枠組みの有効

活用・有機的な連携等を通じて、実効的かつ効率的な運営が確保されるべきこと、②とし

まして、地方への財政支援の実施、また地方公共団体における自主財源・人員確保に向け

た首長等への働きかけに引き続き努力されたい旨、③としまして、地方の先進事例等の共
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有化を図るため、情報の「見える化」を推進すべきことを指摘してございます。  

 （７）エステ・美容医療についてでございます。厚労省において、「医療広告ガイドラ

イン」及び「自由診療におけるインフォームド・コンセントの取扱い等についての指針」

の２つについて、検証・評価結果を明らかにした上で、十分な効果が見られない場合には、

法規制を含めたさらに必要な措置を検討する旨を明記されたいとしております。  

 （８）詐欺的投資勧誘対策でございます。①として、消費者庁において、特商法の指定

権利性の在り方、あるいはこれと類似の制度整備についての検討を行うとともに、違法行

為による財産の隠匿・散逸を防止するための制度の導入について、引き続き検討を推進さ

れたいとしております。  

 ②としまして、関係各省庁において、関連法令の執行強化を図るとともに、事業者等へ

の適切な注意喚起等を行う旨、明記されたいとしてございます。  

 （９）、（ 10）、（ 11）は、いずれもこの間、消費者委員会で意見表明等をしたものに

関係するものでございます。いずれも昨年 11 月から本年４月にかけて消費者委員会におい

て出しました意見あるいは提言、これらにおける指摘事項を踏まえて、消費者保護のため

の措置を基本的に維持し、あるいは消費者保護のための措置を講じる旨を明記されたいと

いうことを指摘してございます。  

 （ 12）電気通信事業における販売勧誘方法の改善でございます。総務省において、電気

通信事業法における消費者保護ルールの見直しと、制度的な措置を講じる旨、明記された

いとしてございます。  

 （ 13）インターネットによる財産被害対策でございます。これは、経済産業省及び消費

者庁において、クレジットカードに係る決済代行登録制度の見直し、あるいは関係法令の

改正を含めた制度的対応について検討する旨、明記されたいとしてございます。  

 （ 14）個人情報保護でございます。内閣官房及び消費者庁において、①としてパーソナ

ルデータの利活用に関する制度見直しに当たっては、これまでの当委員会の指摘事項を十

分踏まえた内容とする旨を明確化されたいとしてございます。  

 それから、②として、個人情報保護法の権限の移管に当たっては、消費者保護の観点か

ら、消費者庁及び消費者委員会が十分関与できるよう制度設計を行う旨を明確化されたい

としております。  

 （ 15）景品表示法に基づく表示の適正化でございます。消費者庁において、当委員会で

近々予定されております合同会議のとりまとめ及び答申を十分に尊重した上で、法制化に

向けた検討を進められたいとしてございます。  

 最後に、３つ目、今後の課題として、（１）、（２）を指摘してございます。  

 （１）として、新計画の策定に向けた検討の本格化でございます。新計画は、平成 27

年３月末までに策定することが必要とされてございます。高齢化や情報化、国際化等がさ

らに加速する中で必要となる消費者政策の具体策についての検討と、現政権が進める経済

成長戦略や規制改革と消費者利益の擁護・増進を車の両輪として進めていくための計画の
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あり方について、十分議論する必要があることを指摘した上で、新計画の基本的な考え方

や具体的な進め方についてできるだけ速やかに明らかにされたいとしてございます。  

 （２）としまして、計画を起点とする PDCA サイクルの再構築でございます。新計画の策

定に当たっては、明確な政策目標の設定、個別施策の具体化及び体系化、実施工程の明確

化、効果的な検証・評価方法の確立、検証・評価結果を踏まえた取組の改善等について十

分検討を行われたいとしてございます。  

 最後に、現行計画では計画期間が５年とされておりまして、毎年の見直しの中で部分的

な修正・追加を重ねていくという方式を採用しているところでございますけれども、社会

経済状況が急速に変化する中では、計画期間の短縮化、あるいは一定期間経過後に計画を

大幅に見直すことなどについても検討されるべきであるという点を指摘してございます。

以上でございます。  

○河上委員長  メール等である程度検討してもらっているところではございますけれども、

何か御意見のある方は発言願います。岩田委員、どうぞ。  

○岩田委員  メールで意見を出すことができなかったので、できればということなので、

無理であればよろしいのですけれども、３ページの一番上で健康食品の機能性表示の在り

方についてですが、あのときの議論を思い起こしますと、既存の制度との関係といいまし

ょうか、特にトクホとの関係について私自身も発言しましたし、多数の委員の皆さんが発

言されたと思うのです。  

 私は、国がエビデンスをオーソライズしているトクホのほうが、機能性表示の表現の仕

方について規制が強くなるという逆転が起こるのではないかということを申し上げました

し、別の方は、トクホについて若干工夫して規制を緩和する方向で制度を再構築すれば、

また新たにもう一つの制度をつくる必要が本当にあるのかということを、たしか委員長が

おっしゃったかと思います。そういうこともありましたので、どこかに既存の制度との関

係整理という趣旨のことを入れることができれば入れていただきたいと思います。  

○河上委員長  私もできればどこかに入れたいと思いますけれども、どのあたりがいいで

すか。  

○岩田委員  例えば③の２行目の「正しい情報提供及び十分な消費者理解を確保した上で」

の前です。どこがいいかな。その前にしましょうか。「既存の制度との関係整理」。  

○河上委員長  これはそういうことでよろしいですか。  

（「はい」と声あり）  

○河上委員長  ほかにはいかがですか。石戸谷委員。  

○石戸谷委員長代理  今の御説明のとおりでありますけれども、補足の説明として計画全

般に関する事項と今後の課題の両方に係るのですが、その趣旨を若干補足して説明したい

と思います。  

 基本法の改正で 10 条の２が追加されて、国会に対する消費者施策の実施状況に関する報

告書の提出が規定されまして、それに基づいて 25 年版の消費者白書という大変充実した中
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身の白書が刊行されております。それによりますと、高齢化、電子化、国際化の被害状況

とか特徴が分析されておりまして、そういった分析が本来、次の計画の中に取り込まれる

べきでありますけれども、十分に取り込まれているとは言えないと思います。  

 昨日の消費者庁主催の消費者月間シンポジウムでも、国民生活センターの松本理事長か

ら、2013 年 12 月公表の消費者問題に関する 10 大項目のうち、３項目が高齢者トラブルの

増加にかかわるものであるということで、高齢者トラブルの増加というのが大きな問題に

なっているのに、基本計画のほうでは柱立てそのものが組みかえられているわけではない

と。警察庁のデータでも特殊詐欺というのが増加しているというので、各地で取り組みを

強化しておりますし、こういう状況の変化が計画の中で十分対応されないということは、

多分どの省庁でも５年計画の最後の年だから、新計画のところで大きく組みかえればいい

のではないかという考えがあるのかもしれない。  

 そうだとすると、それは長期計画というのが迅速な対応に対して、むしろ足を引っ張っ

ている側面があると言えるのではないか。であれば、短期化とか、あるいは毎年の実施状

況の報告を国会に対してやるというのが基本法の中で規定されて、現在、2016 年版という

のを準備しているという状況でありますし、毎年やることになっているわけですから、そ

の内容に対応して、次の計画に反映させるという仕組みといいますか、迅速に政府全体と

しての消費者問題の取り組みというのを明確にするというのを考えていいのではないか。  

 被害がここのところ徐々に減ってきていたのが、逆に 2013 年度は前年を上回って増加に

転じたというのが、まとめとして出てきて、一部報道も既にされているということである

ので、どうやってそういう被害を減らすのかというのをきちんと立てて、数字的に追いか

けられるようにするというのが、４月の総務省の消費者取引に関する政策評価の勧告にも

対応することになるのではないかと考える次第です。その趣旨は、１項の改定計画全般に

関する事項と、３項の今後の課題のところに盛り込まれていると思いますので、そこのと

ころがそういう趣旨だということを踏まえた上で、素案の見直しをしていただきたいと思

います。  

○河上委員長  ありがとうございました。何か修文が必要だということではないですね。  

○石戸谷委員長代理  はい。  

○河上委員長  ほかにはいかがですか。齋藤委員、どうぞ。  

○齋藤委員  最後のところです。期間をどうするかという議論は、どのような計画でも多

分あると思います。問題は、動かしてはならない太い柱というのが本当にきちんとしてい

るか。それに関連して、時々に生じる問題をどうやって取り上げてこなしていくかという

ことに尽きるのだと思います。企業でも中期計画、短期計画など、複数の経営計画を持っ

ていると思います。ニーズによって、それぞれの長さはまちまちだと思います。  

 今回の計画の中で、例えば教育などというものは、そうしょっちゅう変えられたら困る

ということがあると思います。ただし、取引関係については新しい手口がどんどん出てく

る。それをどうするのだということがあったりする。そのあたりをうまく勘案した上で、
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こういう運営の仕方をやっていこう、この期間内にしよう、ということを議論していただ

きたいと思います。これからつくる計画ですので、その過程で行われればいいと思います。  

○河上委員長  これも特に修文する必要はないということでよろしいですね。  

○齋藤委員  はい。  

○河上委員長  ほかによろしいでしょうか。  

 私、１点だけ聞きたいのですけれども、４ページ目の（７）の①と②の表現ぶりが違う

のがちょっと気になったのです。①のほうは「十分な効果が見られない場合には法規制を

含めたさらに必要な措置」と書いて、②のほうは「法規制を含めた」というのが削られて

いるのですけれども、これは何か意味があったのでしたか。  

○黒木事務局長  ①のほうは、医療法における、先ほど御議論いただいておりました広告

の定義をどうするのかという問題があるということで、法規制というものを入れて、②は

Q&A の話であるということで、特に法規制ということは触れていないということでござい

ます。  

○河上委員長  Q&A の話なのか、さっき民事の話が出ましたけれども、検討に含めるだけ

のことですから、そろえておいていただければ。  

○黒木事務局長  わかりました。  

○河上委員長  それでは、ほかになければ、先ほどの個別施策の（３）の③に「いわゆる

健康食品等の機能性表示の在り方について」の次に、「既存の制度との関係整理、」とい

う語句をつけ加える。  

 それから、４ページ目の（７）の②で、「十分な効果が見られない場合には」の後に「法

規制を含めた」という語句を加えることで修文して、これでよろしいですか。  

（「異議なし」と声あり）  

○河上委員長  それでは、ただいまのような形に修正した上で、これで意見を取りまとめ、

消費者庁長官及び関係省庁宛てに発出したいと思います。どうもありがとうございました。 

 

≪３．その他≫  

 

○河上委員長  続きまして、議題、「その他」としまして、新開発食品調査部会からの御

報告があります。阿久澤部会長からお願いいたします。  

○阿久澤委員  特定保健用食品の表示許可にかかわる答申について御報告いたします。お

手元資料４の答申書をごらんください。  

 平成 26 年２月３日に開催した第 15 回新開発食品調査部会の議決について、新開発食品

調査部会設置運営規程第７条に基づき、委員長の同意を得て委員会の議決とし、５月 22

日付けで内閣総理大臣へ答申を行いました。  

 内閣総理大臣より諮問を受けて、第 15 回新開発食品調査部会において、安全性及び効果

について審議を行いました。審議の結果、指摘事項を確認の上、了承することが部会長に
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一任され、申請者からの回答書を確認し、特定保健用食品として認めることといたしまし

た。私からの報告は以上になります。  

○河上委員長  ということで御報告いただきました。どうもありがとうございました。  

 本日の議題は以上でございます。お忙しい中、審議に御協力いただきまして、ありがと

うございました。  

 

 

 

≪４．閉  会≫  

 

○河上委員長  最後に、事務局から今後の予定等について説明をお願いいたします。  

○大貫参事官  次回の本会議でございますけれども、明日５月 28 日水曜日 11 時から、課

徴金専門調査会との合同会議を予定しております。議題につきましては、被害回復のあり

方についての２回目、また取りまとめに向けた検討等を予定しております。  

 また、この後、18 時半を目途に消費者庁記者会見室におきまして、報道機関の皆様を対

象とする委員長記者会見を行いますので、お知らせいたします。  

○河上委員長  それでは、本日はこれにて閉会とさせていただきます。お忙しいところを

お集まりいただきまして、ありがとうございました。  

33 

 


